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表層地盤の層厚を考慮した鋼構造建築物の地震応答解析
準会員 ◯菅沼小鉄 正会員 三田凛也
正会員 永野康行

構造 振動 建物応答特性とその評価
表層地盤 地震動増幅特性 時刻歴応答特性固有周期鋼構造建築物

１．はじめに
現在、建築基準法に基づいて構造設計を行う際、高さ

ｍを超える超高層建築物は、建物をモデル化し、時間の変
化とともに変化する地震動を与えて解析を実行する時刻
歴応答解析を行うことで、建物が自身によってどのような
応答を示すのかを検証している。
一方、建物高さが ｍ以下で構造計算を必要とする建

築物に対しては、過去の地震データや傾向から設定された
値を導入した式を用いて、建物の重許容応力度等の計算や
保有水平耐力等の検討を行う。この計算で考慮するべき地
震荷重を求める際、建物の重さなどの他に振動特性係数
（以下より とする）を考慮する必要があるが、この値
は、該当の建物の弾性域における設計用一次固有周期及び
地盤の種別に応じて算定されるもので、固有周期は建物高
さなどから、地盤の種別はその地盤を構成する要素や深さ
等によって区別されている。そのため、実際の設計では、
建築するエリアが同一であったとしても、表層地盤の構成
が異なり、 の値も異なってしまう。三田らは１）表層地
盤の層厚と地盤種別の種類の組み合わせから、建築基準法
の構造設計では検討されない、表層地盤厚を変化させるこ
とによって、建築物の地震に対する応答に違いが生まれる
ことを明らかにしている。
本報告の目的は、まず、表層地盤の層厚を変化させ、地

表面の加速度応答スペクトルから表層地盤の卓越周期の
違いを調査し、上部構造物の建物高さによる最大層せん断
力と最大層間変形角の違いを調査することである。

２ 数値実験例：解析条件
２ 入力地震動
入力地震動はあらかじめ ２ に搭載されて

いる平成 年建設省告示第 号四号イ３ で示されて
いる「極めて稀に発生する地震動」の応答スペクトルに適
合した、位相分布の異なる 種類の告示波である JMA 
Kobe NS、Hachinohe EW、Random を使用する。
表層地盤は昭和 年建設省告示第 号４ に示され

ている建築物の基礎の底部の直下の地盤の種別に応じて、

掲げられる数値（以下、Tc とする）を基に地盤種別 種類
を表現する。図１に表層地盤モデルを示す。図２において
𝐻𝐻は層厚、𝑉𝑉𝑆𝑆は表層地盤内の 波速度である。地盤種別ご
との𝑇𝑇𝐶𝐶は第一種地盤が 、第二種地盤が 、第三種
地盤が である。𝑉𝑉𝑆𝑆 は以下の式 によって算定する。

せん断歪み依存性は古山田ら５ が提案している非線形モ
デルを使用する。
２ ２ 入力地震動

DynamicPRO６ を用いて解析対象とする上部構造を多質
点系モデルに置き換え、表層地盤特性を考慮した地震動を
用いて地震応答解析を行う。基礎固定として、表層地盤と
上部構造の相互作用は考慮しないものとする。図３に上部
構造モデルを示す。図３において、 は層番号、 は 層
重量、 は 層の階高、 は 層の剛性である。
入力地震動は の解析結果である表層地盤特性を考慮し
た地震動とする。
復元力特性は図２に示すように、バイリニア型で標準型

の履歴とする。減衰は剛性比例型とする。荷重－変形関係
が明らかではない場合、以下の方法で算定する。弾性域を
層間変形角  rad 以上 rad 以下、塑性域を rad
超過 radとする。第一折れ点荷重を radとして、
保有水平耐力を とする。

 

 

 
図 1 表層地盤モデル 図 2 復元力特性 図 3 上部構造
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5(b)の方が大きくなり、TR/TP  1.0 では図 5(a)の方が大き
くなった。これは ( )R

IRBU  が εR=0.9 では短周期側に、
εR=1.1 では長周期側で大きくなることから、比も偏心に
よる回転応答の影響を受けたためである。比は偏心の系

列によってばらつきがあるが、ごく一部を除き S1+S2 が
最も大きく、最大で1.8倍程度であった。それに対して S2
又は S1 − S2 で 1.3 倍程度であった。また、S1+S2 の比は
図 5(a)(b)ともに高次モードの影響が小さい長周期側は単
層と同程度であった。一方、短周期側では図 5(b)の方が
図 5(a)よりも単層と S1+S2 の差や偏心の系列によるばら
つきが小さく、図 5(b)で最大 1.3倍程度となっていた。こ
れより耐震性を考慮した天井等は通常、短周期側に設定

されることを考慮すると PSの偏心による相対変位の増加
を抑制するには単層の場合 1)と同様に RBの弾力半径比 εR

を大きくすることが有効であると言える。 
3.5 PSの層数と RBの応答 

 前節までは PS の層数を Nst=1,2 としていたが、本節で
は、層数を拡張し、Nst=1から 5までの 5つの場合とした
ときのRBの応答について考察する。図 6は最上層(屋根。
I= Nst)における RBの端部(ψ= 6 2− )の相対変位ピーク値
UIR(ψ)である。パラメータは RBの弾力半径比を εR=1.1で
固定とした以外は前節と同じとした。図 7は偏心率を 0 
Re  0.3に拡張したときの TR=T1/3, εRT1 (T1は前節と同じ値)
における UIR(ψ)の偏心なしに対する比を示している。図
6,7(a)は最下層のみ、図 6,7(b)は最上層にのみ偏心がある
場合である。また、凡例の単層は図(a)、(b)で共通の値で
ある。 
図 6(a)(b)より UIR(ψ)は TR =εRT1付近で最大となった。こ

れは回転応答のピーク値が TR =εRT1で最大となったためで

ある。また、UIR(ψ)の最大値は図 6(b)より図 6(a)の方が大
きくなり、多層(2  Nst)が単層(Nst =1)を上回った。しかし、
いずれも PSの層数による明確な大小関係はなかった。 
図 7(a)(b)より、比は偏心率に応じて変化するが、偏心

率の検討範囲内では最大で 1.6倍程度となった。また、比
は図 7(a)(b)いずれの場合も単層が多層と同等かそれ以上
であった。これより多層で偏心が最下層、又は最上層の

みにある場合でも、単層で偏心のある場合を想定してお

けば概ね安全側に偏心による RBの応答の増幅の程度を把
握することができると言える。 
4. まとめ 

 本研究より得られた知見は以下のとおりである。 
[1] 広さのある 2 次系(RB)の並進と回転の絶対加速度の
ピーク値は単層の場合 1)と同様に式(8)、(13)で推定できる。
[2]  RB の重心の並進と回転の絶対加速度応答のピーク 

 

  
(a) εR=0.9 (b) εR=1.1 

図 5 RB弾力半径比と RBの相対変位応答のピーク値 
 

 

  
(a) 最下層のみに偏心 (b) 最上層のみに偏心 
図 6 1層から 5層の RB相対変位応答のピーク値 

 
 

 
(a-1)最下層のみ 

に偏心(TR =T1/3) 
(a-2)最下層のみ 

に偏心(TR=εR T1) 
(b-1)最上層のみ 

に偏心(TR =T1/3) 
(b-2)最上層のみ

に偏心(TR=εR T1) 

図 7 応答ピーク値の S0(偏心なし)に対する比 
 
値は、多層建物(PS)の弾力半径比が 1以上であれば小さい
方が層ごとの偏心の混在の影響が大きくなる。 
[3]  PSの偏心による RBの相対変位の増加を抑制するに
は、単層の場合 1)と同様に RBの弾力半径比を大きくする
ことが有効である。 
[4] 多層で最上層、又は最下層のみに偏心がある場合、
最上層(屋根)に取りつく RB の相対変位応答の偏心なしに
対する比は単層の場合よりも概ね小さくなった。 
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３ 数値実験例：解析結果
３ １ 表層地盤
３ １ １ 解析概要
地盤種別ごとの表層地盤の固有周期は変えず、層厚 を
、 、 とした場合を想定する。表 に表層地盤

の物性値を示す。せん断歪み依存性は ShakePRO-L にあら
かじめ搭載されている「平均・砂質土（古山田・宮本モ
デル）５ 」を使用する。

３ １ ２ 解析結果
図 に 種類の入力地震動における表層地盤特性を考

慮した地表での加速度応答スペクトルの平均を表す。第一
種地盤の場合、層厚が薄いほど加速度応答スペクトルは大
きくなり、特に周期 ｓから ｓの間で大きな値の差が
見られた。一方、第二種地盤と第三種地盤の場合、層厚が
薄いほど加速度応答スペクトルは小さくなり、第二種地盤
では周期 付近で、第三種地盤では周期 ｓと ｓ付
近でその傾向が見られた。

３ ２ 上部構造
３ ２ １ 解析概要
本節では、構造設計・部材断面事例集７）から建物高さ

の異なる鋼構造建築物 、 、 を用いて、時刻歴
応答解析を実行する。以下の表 に建物の物性値を示す。
それぞれ、軒高 ｍの 階建て、軒高 ｍの 階建
て、軒高 ｍの 階建ての建物である。ペントハウス
は質点に置き換えず、最上階にペントハウスの重量を含む
ものとする。

表２ 上部構造の物性値
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(kN/cm) 

wi 
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(cm) 
ki 

(kN/cm) 
14       6806 410 3459 
13       5339 410 4019 
12       5339 410 4296 
11       5339 410 4647 
10    7029 395 3703 5404 410 5120 
9    5561 395 4110 5418 410 5329 
8    5561 395 4380 5418 410 5606 
7    5600 395 4784 5461 410 5929 
6    5630 395 5056 5477 410 6080 
5 7639 395 3235 5671 395 5314 5477 410 6236 
4 5523 395 3448 5695 395 5555 5504 410 6504 
3 5523 395 3513 5713 395 5729 5526 410 6762 
2 5523 395 3589 5724 395 6175 5537 410 7448 
1 5567 470 3714 5773 462 7781 5585 460 10185 

 
図４ 表層地盤特性を考慮した地震動の加速度応答スペクトル

表 表層地盤の物性値
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３ ２ ２ 解析結果
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1 5567 470 3714 5773 462 7781 5585 460 10185 

 
図４ 表層地盤特性を考慮した地震動の加速度応答スペクトル

表 表層地盤の物性値
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本節では、 階、 階、 階建ての鋼構造建築物に対
して時刻歴応答解析を行った結果について考察する。上記
の図 と図 にその結果を示している。
解析の結果、第一種地盤では、最大層せん断力は建物高

さが高くなるにつれて、最大層間変形角は建物高さが低く
なるにつれて、応答の値が大きくなった。第二種地盤にお
ける最大層間変形角の結果でも、第一種と同様に建物高さ
が低くなるにつれて、大きい応答値が得られたが、最大層
せん断力の結果では、 の 階建て建物から最も大き
い値が出た。第三種地盤では最大層せん断力は 、 、

の順で大きい結果が得られ、最大層間変形角では
と の間ではあまり大きな値の差は見られなかった。

また層厚と得られる値の大小の順番に着目すると、最大層
せん断力と最大層間変形角のどちらにおいても、第一種地
盤と第二種地盤で層厚が厚くなるにつれて、第三種地盤で
は層厚が薄くなるにつれて、値が大きくなった。第一種地
盤における の最大層せん断力と、第二種地盤における

の最大層間変形角については、層厚が薄くなるにつれ
て値が大きくなる、という結果となった。
また、層厚 ｍの第二種地盤に建つ の 階建ての

建物で、層せん断力、層間変形角ともに、他の層厚での値
と比較して、大きい値が得られた。特に値の差が大きい一
階部分に着目すると、最大層せん断力は約 、最
大層間変形角は約 × の開きが見られた。

４ まとめ
本研究では、３ １で表層地盤の層厚を変化させた場合

の地盤の加速度応答スペクトルを解析した後、鋼構造建築
物が異なる地盤種別、表層地盤の層厚、解析対象とする建
物の高さ（階数）、の つのパラメーターを変化させた結
果として得られる最大層せん断力と最大層間変形角の値
の差を検討した。
結果として、第一種地盤においては層厚が薄いほど、加

速度応答スペクトルは大きくなり、第二種地盤と第三種地
盤では、層厚が厚いほど値は大きくなった。また、上部構
造についての解析を行った結果、最大層せん断力について
は、第一種地盤と第三種地盤で建物高さが高くなるにつれ

て値が大きく、第二種地盤では、中層の の 階建て
の建物で最も大きい値を示した。また最大層間変形角では、
第一種地盤と第二種地盤で、建物高さが高くなるにつれて
値が小さくなり、第三種地盤では高さが高くなるにつれて
値が大きくなった。
また、第一種地盤では の最大層せん断力を例外とし

て、表層地盤の層厚が薄いほど、表層地盤の加速度応答ス
ペクトルの結果の傾向と同様に、値が大きくなった。第三
種地盤においても、同じ傾向が見られたが、第二種地盤で
は の最大層間変形角の値を除いて、層厚が薄くなるほ
ど値が小さくなる、異なる傾向が見られた。
今後の展望として、更に階層を高くした建物モデルを追

加して解析を行うことや、 階や 階、 階の分類を更
に細分化した解析を行うことを検討していく。
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